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研究成果の概要（和文）：社会的入院とは、医療の必要性が低いにも関わらず、介護施設や家族の介護力の不足、医療
機関側の都合などにより、退院せず入院を継続することである。対象は一般病床と療養病床に入院する65歳以上の者で
ある。推計期間は1996～2008年である。社会的入院の費用は、1996年の4,228億円から2002年の6,684億円まで上昇した
後減少に転じ、2005年から2008年にかけては5,999億円から3,911億円へと大きく減少した。2005年から2008年にかけて
の社会的入院の費用減少の大半は療養病床で生じ、それは厚生労働省による療養病床の再編によるものである。

研究成果の概要（英文）：Social hospitalization is the unnecessary inpatient service use caused by a 
shortage of long-term care services or family caregivers. The study aim is to clarify the temporal 
transition in nationwide social hospitalization.
 Inpatients aged 65 or older in general and long-term care beds from 1996 to 2008 were the focus of the 
study. The cost of social hospitalization increased from 422.8 billion yen in 1996 to 668.4 billion yen 
in 2002. After this, the cost started to decreased from 599.9 billion yen in 2005 to 391.1 billion yen in 
2008. Most of this decrease was in long-term care beds, which was triggered by the reorganization of 
long-term care beds by the Ministry of Health, Labor and Welfare.

研究分野： 医療経済学
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１．研究開始当初の背景 

社会的入院とは、医療の必要性が低いに

も関わらず、介護施設や家族の介護力の不

足、医療機関側の都合などにより、退院せ

ず入院を継続することである。社会的入院

は、医療の必要性が低い者による医療資源

の無駄遣いを引き起こす。社会的入院の解

消は、介護保険創設の主要な目的の１つに

あげられていた。これまで社会的入院をし

ている者の数や費用を推計する研究が行わ

れてきた。しかし、先行研究の大半は、全

国レベルの社会的入院の時系列推移を把握

することができていない。無駄な医療費を

削減し、医療費の伸びを抑制することは、

社会保障の持続可能性を確保する上で非常

に重要な政策課題である。そのため、全国

レベルの社会的入院の時系列推移を把握す

ることの意義は大きい。 

 

２．研究の目的 

本稿の目的は、全国レベルの社会的入院

の時系列推移を推計することである。 

 

３．研究の方法 

対象は一般病床と療養病床に入院する

65 歳以上の者である。推計期間は 1996～

2008 年である。 

年間の社会的入院の費用は、社会的入院

患者数に 1 日当り費用と 365 を乗じること

で求めた。 

一般病床における社会的入院の基準は、

地域医療構想策定ガイドラインを参考に設

定した 1 日当り医療費を用いた。『社会医

療診療行為別調査』において 1 日当り医療

費が基準額以下の者の割合を求め、社会的

入院患者数は『患者調査』の患者数にその

割合を乗じることで求めた。 

一般病床における社会的入院患者の 1 日

当り費用は、『社会医療診療行為別調査』に

おいて、1 日当り医療費が基準額以下の患

者の 1 日当り平均医療費とした。 

療養病床の社会的入院患者は、『患者調

査』において「受け入れ条件が整えば退院

可能」な者とした。 

医療療養病床における社会的入院患者の

1 日当り医療費は、社会的入院患者の割合

をαとし、『社会医療診療行為別調査』にお

いて 1 日当り医療費が下位α%の者の 1 日

当り平均医療費とした。 

介護療養病床の 1 日当り費用については、

『介護給付費実態調査』を用いて類似の方

法で求めた。 
 

４．研究成果 

社会的入院患者数は、1996 年の 124 千

人から 2002 年の 158 千人まで上昇した後

減少に転じ、2008 年には 102 千人まで下

がった。一般病床と老人病床の社会的入院

患者数の合計は一貫して減少している。た

だし、2005 年から 2008 年にかけての減少

幅はそれまでよりも小さい。それに対して、

療養病床(療養型病床群)の社会的入院患者

数は 2005 年まで上昇し続け、その後一転

して減少に転じている。 

病床数の推移を調べると、一般病床は

2005 年まで減少し、その後ほぼ横ばいであ

る。療養病床は、2005 年まで増加し、その

後緩やかに減少していた。社会的入院患者

数と病床数の推移を比較すると、2005 年ま

では、一般病床と療養病床の社会的入院患

者数と病床数の増減傾向は同じであること

がわかる。そのため、2005 年までの病床の

種類別の社会的入院患者数の増減は、病床

の種類の変更を反映している部分が大きい

と推察される。しかし、療養病床では 2005

年から 2008 年にかけて社会的入院患者数

が大幅に減少しているのに対し、病床数で

は顕著な減少は観察されない。 

社会的入院の費用は、1996 年の 4,228

億円から 2002 年の 6,684 億円まで上昇し

た後減少に転じ、2005 年から 2008 年にか



けては 5,999 億円から 3,911 億円へと大き

く減少した。 

2005年から 2008年にかけての社会的入

院の費用減少の大半は療養病床で生じ、そ

れは厚生労働省による療養病床の再編によ

るものである。療養病床の再編計画は、療

養病床の社会的入院の解消を目的としてお

り、に 25 万床あった医療療養病床と 13 万

床あった介護療養病床を、2011 年度末まで

に医療療養病床のみの 15 万床に削減する

というものであった。療養病床の再編は、

医療療養病床の社会的入院患者の数と 1 日

当り医療費の双方を減少させた。 

全国レベルの社会的入院の推移を推計し

た先行研究として、畑農(2004) 、二木

(1995) がある。本稿と同様、彼らも『患者

調査』と『社会医療診療行為別調査』を用

いている。彼らは、社会的入院を 6 ヶ月以

上の長期入院と定義している。これは、6

ヶ月以上の長期入院をしている高齢者はほ

とんど医療行為が行われていないであろう

との想定に基づいている。しかし、たとえ

社会的入院の基準として長期入院が適切だ

としても、『患者調査』を用いる場合、この

基準を用いる方法は大きな問題を抱えるこ

とを示した。 

先行研究では、社会的入院患者を、介護

保険施設に移すことで削減できる金額を推

定している。移行対象の介護保険施設は、

介護療養型医療施設よりも医療依存度が低

い者を対象とする老人保健施設と特別養護

老人ホームである。削減できる金額は、社

会的入院患者の単価と介護保険施設の単価

の差額に患者数を乗じることで求めている。

本稿でも同様の計算を行う。ただし、本稿

では、社会的入院患者の 1 日当り費用を病

床の種類別に求めているため、削減額も病

床の種類ごとに求め、病床計の値を示す。

対象者は、病院の社会的入院患者である。

対象期間は、『介護給付費実態調査』から介

護施設の費用に関する情報が得られる

2000 年以降である。診療所を除外したのは

以下の理由による。診療所の医療療養病床

の社会的入院患者の 1 日当り医療費は、認

知症対応型共同生活介護の要支援の 1 日当

り費用よりも低い。そのため、診療所の医

療療養病床の社会的入院患者の受け皿とし

ては、サービス付き高齢者住宅や在宅が適

切であるように思われる。診療所の介護療

養病床については、1 日当り費用として介

護療養型医療施設全体のものを用いざるを

えないという問題に加え、いずれの年も約

2 千人と対象者が少ない。 

特別養護老人ホームを社会的入院患者の

受け皿と想定した場合、削減額と削減率は、

2002 年・1,498 億円(23.6%)、2005 年・1,477

億円(26.0%)、2008 年・712 億円(19.3%)

であった。老人保健施設を受け皿と想定し

た場合、削減額と削減率は、2002 年・1,052

億円(16.5%)、2005 年・1,094 億円(19.3%)、

2008 年・598 億円(16.3%)であった。削減

率は、削減額を社会的入院の費用で割った

値である。2005 年から 2008 年にかけて削

減額が減少しているのは、図 3 で示した同

期間における社会的入院の費用減少による

ものである。 
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